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第２ 【事業の状況】

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

（１）会社の経営の基本方針

当社グループは、企業理念である「すべての人に最高の余暇を」の実現に向けて、付加価値の高いIP（知的財産）

を取得・保有・創出し、その多元展開によって商業的に価値の高いコンテンツを育成しています。さらに、IPを起点

にしてエンタテインメント分野に事業領域を拡大し、各分野において世の中の人々を豊かにする商品やサービスの提

供に努めています。

　こうした事業展開と併せて、経営の基本方針である「株主重視」の姿勢を堅持し、企業価値の向上と株主への利益

還元を図るために、経営資源の最適配分を目指していきます。

（２）会社の対処すべき課題

パチンコ・パチスロ市場においては、保通協の型式試験における申請受理から適合に至るまでのリードタイムが不

透明な状況が続き、遊技機の開発、販売スケジュール及びホールの購買意欲に影響を及ぼしています。

このような市場環境に対応するため当社グループでは、徹底した商品分析及びマーケティングに基づき、市場ニー

ズに寄り添う最適商品の企画、開発、販売を進めています。具体的には、分析結果を提携メーカーと共有する等、製

販一体となった開発商品の品質向上に取り組むとともに、市場において人気の高いシリーズ機の投入を図ります。ま

た、安定的な収益確保と拡大に向けては、流通機能を活かし、お取引先のニーズに応える様々な周辺サービスの拡充

を進めていきます。

さらに、株式会社円谷プロダクションの事業成長を最重要課題に位置付け、グループの総力を挙げた国内外の事業

拡大を推進します。

これら取り組みを通じて、グループ全体の持続的な成長を続けていきます。

（３）中長期的な会社の経営戦略

当社は、2015年４月に東京証券取引所第一部へ株式を上場しました。これを機に、「すべての人に最高の余暇を」

という企業理念のもと、この世界に暮らす全ての人々に最高の余暇を創造し続ける企業であることを目指すという誓

いを立てました。さらに、世界を元気にするヒーローIPを様々な事業プラットフォームで提供し、世界中に喜びや幸

せを届けるという長期ビジョンを打ち出しました。

こうした企業理念や誓い、長期ビジョンに基づき、先般、2018年度から2020年度までの３ヶ年の中期経営計画を発

表しました。また、上述の「（２）会社の対処すべき課題」を踏まえて、中期経営計画の見直しを図り、新たな３カ

年の利益計画を発表する予定です。
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２ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性があると考

えられる主な事項及びその他投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる可能性のある事項は以下のようなも

のがあります。

　当社グループ（当社及び連結子会社。以下同じ）では、これらのリスク発生の可能性を認識したうえで、その発

生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、当社の株式に関する投資判断は、本項及び本項以外

の記載内容も併せて、慎重に検討したうえで行われる必要があると考えています。

　また、以下に記載したリスク以外でも当社グループの想定を超えたリスクが顕在化した場合には、当社グループ

の経営成績に大きな影響を及ぼす可能性があります。なお、文中における将来に関する事項は、別段の記載がない

限り、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであり、発生可能性のあるリスクの全てを

網羅したものではなく、また、不確実性を内在しているため、経営環境等の変化により実際の結果と異なる可能性

があります。

（１） ビジネスモデルについて

当社グループは、IP(知的財産)を軸に事業プラットフォームにコンテンツを展開するビジネスを推進しています

が、個々のIPのメディア適性や動向等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　このため、当社グループのコンテンツ、IPにおいては、コンテンツならびに映像事業を２つの連結子会社に集約

することで選択と集中を図り、収益の安定化と事業の成長に取り組んでいます。

（２）消費者の嗜好や経済環境の変化について

当社グループが行っている事業には、余暇活動、エンタテインメント、他の娯楽の動向による影響を受ける傾向

にあるものがあります。とくに、消費者の余暇活動に対する嗜好・意識、余暇活動のスタイルや流行が変化した場

合等には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、消費者の消費支出が減退するような国内経済情勢の低迷、法的規制や業界団体の自主規制等は、当社グル

ープが取り扱っている余暇関連分野の商品やサービスに対する需要を低減させるおそれがあり、これによって当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　このため、当社グループにおいては、消費者の嗜好その他余暇関連分野の動向を研究・分析し、国内の特定の事

業プラットフォームに依存せず、海外展開も含めた多元展開を行う戦略を進めています。併せて、既存領域を超え

て連携する新たな事業プラットフォーム等の創造に関与し、若しくは新規の事業プラットフォーム等への対応を迅

速かつ効率的に行うことのできる体制の構築を進めています。

　

（３）投資等について

① 提携等について

当社グループでは、グループ内外の企業との提携関係の強化又は新規提携を通じて、既存事業の業容拡大及び機

能強化、効率的な新規事業の開発を実施しています。その過程で、他社との合弁により新会社を設立する、既存企

業へ追加的な投資をする等の投資活動を行っており、今後も投資活動を行っていく可能性があります。

　このため、これらの投資や事業買収の実施、事業統合に際して、多額の費用が発生する可能性があります。また、

第三者との合弁事業や投資先の事業が大幅な不振に陥ったり、業績不振が一定期間以上継続したりする場合には、

追加的に費用が増加したり、投資有価証券の減損又は評価損の計上等により損失が発生する可能性があります。さ

らに、戦略上の目的や予定していた事業収益の増大を実現できない可能性や、第三者との合弁事業が所期の目的を

達成できない可能性があります。これらのような場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

　このため、当社グループにおいては、こうした意思決定の際には、将来にわたる投資採算性等を考慮に入れリス

クを回避するよう十分な検討を実施しています。
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② 新規事業等について

　当社グループでは、顧客のニーズの変化に対応し、収益源の多様化と持続的な成長の実現を図るために、今後も

新サービスないし新規事業の創出と育成に積極的に取り組んでいきます。しかし、新サービス又は新規事業の実施

過程において、当該サービス又は事業に固有のリスク要因が加わるとともに、事業環境の急激な変化等予測困難な

問題が発生することにより、新サービス又は新規事業の展開が計画どおりに進捗しない場合には、当社グループの

業績に影響を及ぼす可能性があります。

　このため、当社グループにおいては、新規事業の意義や目的を明確にしたうえで、投資による将来の事業発展を

見据え、リスクの分析及び管理を行い、未来への挑戦と足元の堅守を両立させる投資判断を実施しています。また、

当社グループ全体の新規事業等への投融資の実行・撤退についても、定期的に当社内で検証を実施しています。併

せて、必要に応じて戦略的事業提携を通じ外部資源の活用も図っています。

（４）IPの侵害・被侵害について

当社グループがIPやコンテンツを多元的に展開する中で、当社グループのIPやコンテンツが侵害される可能性や

第三者が保有するIPやコンテンツを侵害する可能性があり、こうした場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす

可能性があります。

　また、当社グループが企画・開発・制作し、又は制作者・権利者から取得若しくは保有することとなったIPやコ

ンテンツは、関係する複数の権利者の著作権、著作隣接権、商標権、肖像権、特許権等、多様な権利を含んでいま

す。瑕疵ある権利の許諾を受けたり、権利者との認識の相違により、当社グループがコンテンツの使用差し止めや

損害賠償の請求を受けたり、訴訟等に巻き込まれる可能性は皆無ではありません。さらに、当社グループより第三

者にIPやコンテンツの使用権を許諾している場合には、当該第三者から損害賠償の請求を受けたり、訴訟等に巻き

込まれたりする可能性もあります。

　このため、当社グループにおいては、IPやコンテンツの価値の重要性を認識し、これらの管理体制を強化してい

ます。また、役員及び従業員に対する教育啓発を行いながら、当社グループが創作し若しくは発明したIPやコンテ

ンツの権利化を行うとともに、これらの侵害防止に継続的に取り組んでいます。併せて、IPやコンテンツの企画・

開発・制作、又は取得若しくは保有を行う際には、これらの権利の帰属、範囲及び内容を契約等により明確にし、

関係する複数の権利者の権利を侵害しないよう最大限留意しています。

（５）遊技機業界の法的規制、自主規制、市場環境について

当社グループが行っている遊技機の企画・開発及び販売は、遊技機メーカーに対する法的規制（「風俗営業等の

規制及び業務の適正化等に関する法律」及び国家公安委員会規則「遊技機の認定及び型式の検定等に関する規則」

等の関連法令及び諸規則）を直接的に受けることはありませんが、当社グループ内の遊技機メーカーは上述の法的

規制の対象となっています。

　他方、健全化に向けた取り組みの一環等から、遊技機メーカー、パチンコホール、販売業者に対して、業界団体

が自主規制を行う場合があります。また、法的規制の改正等が行われた場合や新たな自主規制が実施された場合、

当該規制への対応からパチンコホールヘの遊技機の納入遅延が発生したり、パチンコホールにおける遊技機の需要

が変化したりするとともに、法的規制以外にも市場環境や経済情勢の変化によってパチンコホールの経営環境が急

激に変化した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　このため、当社グループでは、遊技機業界の健全な発展に向けた取り組みを推進しており、新規顧客の創造と既

存顧客の支持拡大に資するゲーム性・エンタテインメント性の高い遊技機の企画・開発に取り組んでいます。

（６）人材の確保・育成について

有能な人材は限られていて需給バランスその他の要因により必要な人材の確保や育成が計画どおりにできない場

合、優秀な人材の流出を防止できない場合、急激な人材採用により当社グループ間の協業・連携が十分に機能しな

くなる場合等には、計画していた事業活動を遂行することができず、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。

　このため、当社グループは、成長を支えている最大の資産は人材であり、優秀な人材を採用し育成することは重

要な経営課題の一つであると認識し、経営陣が採用活動全般を協議のうえ推進し、優秀な人材の確保と育成に努め

ています。
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（７）コンプライアンスについて

当社グループは、コンプライアンスを重要な経営課題の一つであると考え、諸施策を講じています。しかし、コ

ンプライアンス上のリスクを完全には回避できない可能性があり、法令等に抵触する事態が発生した場合、当社グ

ループの社会的信用やブランドイメージの低下、損害賠償等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。

　このため、当社グループにおいては、コンプライアンス指針を定め、コンプライアンス推進体制を構築するとと

もに、役員及び従業員に対する教育啓発を実践し、さらなる企業倫理の向上及び法令等の遵守に努めています。

（８）情報セキュリティについて

当社グループは、事業上の重要情報、顧客・取引先等の機密情報や個人情報等を保有しています。万が一、予期

せぬ事態により情報が外部に流出したり、第三者が不正に取得し使用したりするような事態が生じた場合には、損

害賠償や対応費用の発生のみならず、当社グループの信用が低下し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。

　このため、当社グループは、情報セキュリティ対策の強化を図るとともに、役員及び従業員に対する教育啓発を

実施し、情報管理の徹底に取り組んでいます。

（９）会計制度等について

当社グループが予期しない会計基準や税制等の新たな導入・変更により、当社グループの業績及び財務状況に影

響を及ぼす可能性があります。

　当社グループは、有形固定資産やのれん等多くの固定資産を保有しています。当社グループが保有している資産

の市場価格が著しく下落した場合や事業の収益性が悪化した場合には、減損会計の適用により固定資産について減

損損失が発生し、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　また、当社グループでは、業務上の関係構築や純投資等を目的に投資有価証券を保有しています。投資有価証券

の評価は、有価証券市場の動向、有価証券発行会社の財政状態・経営成績等の状況によって判断されるため、今後

も時価の下落や実質価額の低下により減損処理を行うこととなった場合には、有価証券の減損又は評価損の計上等

により当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　このため、当社グループでは、公認会計士、税理士等の外部専門家の助言を得ながら、適正なプロセスで投資を

実施するとともに、適正な会計処理及び開示を行うべく努めています。

（10）資金調達について

当社グループは、安定的な資金調達を図るため、金融機関数社とシンジケートローン契約を締結していますが、

本契約には、一定の財務制限条項が付されており、これらの条件に抵触した場合には、期限の利益を喪失し、一括

返済を求められる等により、当社グループの財務状況等に影響を及ぼす可能性があります。

なお、本報告書提出日現在において、当社グループは当該財務制限条項に抵触している状況にあります。しかし

ながら、主要取引銀行と緊密な関係を維持し、定期的に建設的な協議を継続していることから、今後も主要取引銀

行より継続的な支援が得られるものと考えています。また、手許資金は十分確保しており、当面の資金状況は安定

的に推移する見通しです。
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３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を当連結会計年度の

期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前連結会計年度

との比較・分析を行っています。

（1）経営成績等の状況の概要

当社グループは、「すべての人に最高の余暇を」という企業理念を掲げています。この実現に向けて、人々の心

を豊かにする商品やサービスの企画、開発、提供に努め、持続的成長を目指しています。

当期（2018年４月‐2019年３月）においては、４つの中核企業を中心とした運営体制による大規模な経営改革を

進めました。あわせて、経営コストの最適化に向けた経営効率化諸施策を強力に実行しました。

当連結会計年度における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用関連会社）の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フロー（以下、「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

①財政状態の状況

資産の部

流動資産は、48,225百万円と前連結会計年度末比6,049百万円の増加となりました。これは主に現金及び預金の増

加、原材料及び貯蔵品の増加、仕掛品の増加によるものです。

　有形固定資産は、6,165百万円と前連結会計年度末比885百万円の増加となりました。これは主に工具、器具及び

備品の増加によるものです。

　無形固定資産は、3,170百万円と前連結会計年度末比1,785百万円の増加となりました。これは主にのれんの増加

によるものです。

　投資その他の資産は、10,635百万円と前連結会計年度末比12,860百万円の減少となりました。これは主に長期貸

付金の減少によるものです。

　以上の結果、資産の部は68,196百万円と前連結会計年度末比4,139百万円の減少となりました。

　

負債の部

流動負債は、21,754百万円と前連結会計年度末比726百万円の減少となりました。これは主に短期借入金が増加し

たものの、仕入債務が減少したことによるものです。

　固定負債は、11,337百万円と前連結会計年度末比3,009百万円の減少となりました。これは主に長期借入金の減少

によるものです。

　以上の結果、負債の部は33,091百万円と前連結会計年度末比3,735百万円の減少となりました。

　

純資産の部

純資産の部は、35,105百万円と前連結会計年度末比403百万円の減少となりました。これは主に利益剰余金の減少

によるものです。
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　②経営成績の状況

(売上高)

当連結会計年度の売上高は、51,639百万円と前年同期比15.4％減となりました。

　

(売上原価)

当連結会計年度の売上原価は、37,869百万円と前年同期比20.5％減となりました。

　

(販売費及び一般管理費)

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、15,132百万円と前年同期比20.9％減となりました。

　

(営業外損益)

当連結会計年度の営業外収益は、前連結会計年度に比べ459百万円減少し、571百万円となりました。

また、当連結会計年度の営業外費用は、前連結会計年度に比べ107百万円増加し、604百万円となりました。

　

(特別損益)

当連結会計年度の特別利益は2,539百万円となりました。これは主に、関係会社株式売却益1,400百万円、段階取

得に係る差益748百万円などによるものです。

また、当連結会計年度の特別損失は1,169百万円となりました。これは主に、事業再編損472百万円、減損損失278

百万円などによるものです。

　

これらの結果、当連結会計年度の営業損失は1,363百万円（前年同期は営業損失5,738百万円）、経常損失は1,396

百万円（同経常損失5,204百万円）、親会社株主に帰属する当期純損失は298百万円（同親会社株主に帰属する当期

純損失7,691百万円）となりました。

　

③キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ4,434百万

円増加し、28,807百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、2,178百万円（前年同期は1,094百万円の支出）となりました。これは主に税金

等調整前当期純損失26百万円、仕入債務の減少2,668百万円、売上債権の減少1,658百万円、関係会社株式売却損益

1,348百万円、減価償却費1,239百万円、出資金償却1,072百万円、たな卸資産の減少570百万円、持分法による投資

損益458百万円などによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は、3,217百万円（前年同期は4,399百万円の収入）となりました。これは主に連結

の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入2,818百万円、関係会社株式の売却による収入1,800百万円、固定

資産の取得による支出1,391百万円などによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、962百万円（前年同期は2,021百万円の支出）となりました。これは主に長期借

入金の返済による支出2,580百万円、短期借入れによる収入1,809百万円、配当金の支払169百万円などによるもので

す。
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④生産、受注及び販売の実績

当社グループは、単一セグメントであるため、セグメント情報に関連付けて記載していません。

a. 生産実績

当連結会計年度における生産実績は、次の通りです。

区分 生産高(百万円) 前年同期比(％)

グループ全社 12,541 71.1

合計 12,541 71.1

(注) １ 金額は、製造原価によっています。

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。

３ 当連結会計年度において、生産実績に著しい変動がありました。これは主に株式会社七匠を連結子会社化し

たことに伴う、生産高増加によるものです。

b. 受注実績

当連結会計年度における受注実績は、次の通りです。

区分 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

グループ全社 7,089 △22.8 1,433 △46.3

合計 7,089 △22.8 1,433 △46.3

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。

２ 当連結会計年度において、受注実績に著しい変動がありました。これは主に株式会社七匠を連結子会社化し

たことによる内部取引消去に伴う、受注高減少によるものです。

c. 販売実績

当連結会計年度における販売実績は、次の通りです。

区分 販売高(百万円) 前年同期比(％)

グループ全社 51,639 △15.4

合計 51,639 △15.4

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。

２ 主要な販売先については、総販売実績に対する割合が100分の10未満のため、記載を省略しています。

３ 当連結会計年度において、販売実績に著しい変動がありました。これは主にPS流通事業における遊技機販売

の減少によるものです。

d. 商品仕入実績

当連結会計年度における商品仕入実績は、次の通りです。

区分 仕入高(百万円) 前年同期比(％)

グループ全社 20,197 △43.4

合計 20,197 △43.4

(注) １ 金額は、仕入価格によっています。

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。

３ 当連結会計年度において、商品仕入実績に著しい変動がありました。これは主に株式会社七匠を連結子会社

化したことによる内部取引消去に伴う、仕入高減少によるものです。
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(２）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

①重要な経営方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成していま

す。本文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものですが、実

際の結果は、見積り特有の不確実性があるためこれらの見積りと異なる場合があります。

②当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

当社を中核とするパチンコ・パチスロ事業においては、本来の流通という立ち位置に回帰し、当社が強みとする

マーケティング機能の強化を通じて、新台販売はもとより、お客様の多様なニーズに応える新規事業のスタートア

ップ等、流通基盤のさらなる拡充に注力しました。

当期のパチンコ・パチスロ市場環境は、2018年２月１日に「風適法施行規則」※が施行され、メーカー各社による

新規則に基づく遊技機（以下、「新規則機」）の積極的な開発と、市場への投入が進められました。新規則に対応

したパチンコ機は８月から、パチスロ機は10月から市場に順次投入されており、新規則機がもたらす多様なゲーム

性と適度な消費金額の枠内で遊びやすい「安心して楽しめるパチンコ・パチスロ」は、ホールならびにファンから

一定の評価を得るに至っています。こうした背景から、新規則機に対する市場の需要が、パチンコ・パチスロとも

に一層喚起されました。このような環境の中、下半期にはメーカー各社による型式試験の申請件数が急増したこと

で申請受理に至ること自体が困難を極め、型式試験の厳格化による適合率の低迷等もあり、市場への機種（タイト

ル）供給は低調に推移しました。

こうした状況下で、当社は型式試験の通過待ちを含む複数機種を保有しながら、通期業績の達成に努めましたが、

一部機種において、型式試験の申請受理から適合に至るまでに想定以上の時間を要したため、その販売を延期しま

した。この結果、当期のパチンコ・パチスロ販売台数は138千台（前期比53千台減）となりました。

当社グループのIP事業の中核企業である株式会社円谷プロダクションにおいては、ブランド戦略に基づくグロー

バルエンターテイメントカンパニーを目指して、新規アニメーション作品『ULTRAMAN』の北米や中国における映像

配信等、海外展開の戦略的な拡大を推進しました。あわせて、国内マネタイズインフラの最大化や戦略的アライア

ンスの構築を強力に実行しました。

また、映像事業を手がける株式会社デジタル・フロンティアにおいては、パートナー企業との共同開発によるオ

リジナルTVアニメ作品『荒野のコトブキ飛行隊』をはじめ、新規映像作品の創出に注力するとともに、中国を中心

とするグローバルでの映像制作受託等を推進しました。

当社グループの次期の事業推進においては、主力であるパチンコ・パチスロ事業に注力することに加え、(株)円

谷プロダクションの事業成長を最重要課題に位置付けています。

当社を中核とするパチンコ・パチスロ事業においては、従来取り組んできた徹底的な商品分析とマーケティング

の成果を発揮し、ファンを楽しませ、ホールに喜ばれる最適商品の企画・開発と販売に注力していきます。

一方で、当事業の次期収益計画は、保通協型式試験における申請受理から適合に至るまでのリードタイムを慎重

かつ厳密に織り込んだ計画としています。

商品開発についても、マーケティング技術の精度を高めることで市場ニーズをさらに的確に捉え、販売台数の増

大を目指します。

株式会社円谷プロダクションは、当社グループの事業成長の要として、グループの総力を挙げて国内外の事業拡

大を推進します。次期においては、映画作品そのものの収益性を高めること、積極的な企業タイアップ等によるIP

のブランド価値向上と収益化の推進、そして北米、中国を主とするグローバル展開の加速、これら３点の実現に注

力します。

また、株式会社デジタル・フロンティアは、国内の映像制作ならびに受託開発はもとより、中国をはじめとする

グローバル展開の推進等、同社が誇る高品質の３DCG技術をもとに価値の高い映像作品を手がけ、さらなる収益拡大
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を目指します。

当社グループの主な資金需要は、運転資金及び設備投資資金等であります。これらの資金需要につきましては、

営業活動によるキャッシュ・フロー及び自己資金のほか、金融機関からの借入による資金調達にて対応していくこ

ととしています。

手許の運転資金につきましては、当社及び一部の連結子会社においてCMS（キャッシュ・マネジメント・サービ

ス）を導入することにより、各社における余剰資金を当社へ集中し、一元管理を行うことで、資金効率の向上を図

っています。また、突発的な資金需要に対しては、迅速かつ確実に資金を調達できるようにコミットメントライン

契約を締結し、流動性リスクに備えています。

※2018年２月１日施行「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行規則」及び「遊技機の認定及び型式の検定等に関する規

則の一部を改正する規則」
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４ 【経営上の重要な契約等】

フィールズ株式会社（提出会社）

相手方の名称 契約品目 契約内容 契約期間

株式会社ビスティ パチスロ遊技機 株式会社ビスティの製造する

遊技機を独占的に販売するた

めの遊技機販売取引基本契約

2013年10月１日から

2014年９月30日まで

以降１年毎の自動更新

パチンコ遊技機 株式会社ビスティの販売する

遊技機を独占的に販売するた

めの販売委託契約

2013年10月１日から

2014年９月30日まで

以降１年毎の自動更新

株式会社オッケー． パチスロ遊技機

パチンコ遊技機

株式会社オッケー．の製造す

る遊技機を独占的に販売する

ための取引基本契約

2018年４月１日から

2019年３月31日まで

以降１年毎の自動更新

株式会社ディ・ライト パチスロ遊技機

パチンコ遊技機

遊技機の企画、開発、販売等

に関する業務提携契約（株式

会社ディ・ライトの製造する

遊技機を当社が独占的に販売

する内容を含む）

2013年４月１日から

2018年３月31日まで

以降３年毎の自動更新

株式会社七匠 パチスロ遊技機

パチンコ遊技機

遊技機の企画、開発、販売等

に関する業務提携契約（株式

会社七匠の製造する遊技機を

当社が独占的に販売する内容

を含む）

2014年４月30日から

株式会社七匠の株主である限

り有効

株式会社大一商会 パチンコ遊技機 当社からのコンテンツ使用許

諾に基づく遊技機の企画、開

発、販売等に関する業務提携

契約

（当該遊技機を当社が独占的

に販売する内容を含む）

2015年６月１日から

2020年５月31日まで

以後３年毎の自動更新

株式会社エンターライズ パチスロ遊技機 株式会社エンターライズの製

造する遊技機を販売するため

の取引基本契約

2018年12月１日から

2019年11月30日まで

以降１年毎の自動更新

以下の契約については、当連結会計年度において終了しました。

相手方の名称 契約品目 契約内容 契約期間

株式会社ユニバーサル

エンターテインメント

－ 合弁会社である株式会社ミズ

ホの経営及びその権利行使等

に関する株主間契約（株式会

社ミズホの製品を当社が独占

的に販売する内容を含む）

2012年２月13日から

一定の終了事由が生じない限

り有効

(2018年７月13日付で合意に

より終了)

５ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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